
はじめに
　昨年の令和7年度運動方針では、平成12年11月29日に成立した「人権教育及び人権啓発の推進に
関する法律」の第7条に規定する「基本計画の策定」により、「人権教育・啓発に関する基本計画」が
平成14年3月15日に閣議決定され、その後、平成23年4月1日に「北朝鮮当局による拉致問題等」を加え
た「人権教育・啓発に関する基本計画」が閣議決定されて以来、22年間見直しはされていなかったが、
国内外における人権をめぐる状況が必ずしも反映されておらず、今後施策を推進していく際の指針と
して記載が十分でない箇所もあることから、基本計画の見直しを行う必要があるとして、私ども自由
同和会をはじめとする関係各種団体からのヒヤリングを経て、令和7年1月20日に「人権教育・啓発に
関する基本計画（第二次）中間試案が取りまとめられるとともに、パブリックコメントを実施するとし
ていたが、パブリックコメントは1月28日から2月26日までの約1ヶ月にわたり募集され、1,198件の意見
が集まり、その中には「部落差別（同和問題）は既に解決しており、人権課題として取り上げるべきで
はない」との意見もあった。
　このパブリックコメントを経て、6月6日に23年ぶりに「人権教育・啓発に関する基本計画（第二
次）」が閣議決定された。
　閣議決定された基本計画（第二次）は、令和7年度の運動方針に示した中間試案での部落差別（同
和問題）の項での、「特別措置法に基づいて様々な施策を講じた結果、劣悪な生活環境が差別を再
生産するような状況は大きく改善され、また、差別意識解消に向けた教育や啓発も推進される一方、
情報化の進展等に伴い、部落差別（同和問題）に関する状況が大きく変化した」と、全く同じ内容に
なっている。
　私どもが削除することを強く訴えた、差別の実態とは大きく乖離している「依然として根深く存在し
ている」との部落差別（同和問題）の常套句は削除された。
　一方、これまでと同様に、インターネット上の識別情報の適示については、人権侵害のおそれが高い
としているが、インターネット上での識別情報の適示の件数に一喜一憂するのではなく、リアル（実社
会）での差別を問題にすべきで、同和問題で最も深刻な結婚差別については、法務省の「人権侵犯事
件調査処理規定」での令和6年の新規受理件数は2件であり、また、福岡県内の直近5年間、結婚差
別については0件と仄聞している。
　また、法務省は「人権侵犯事件調査処理規定」での「人権侵犯事件」統計資料を令和7年から大幅
に変更し、令和元年から部落差別（同和問題）の新規受理件数の中に、関係行政機関からの通報の
「識別情報の適示」を加えたことで、部落差別（同和問題）の新規受理件数が大きく増加し、差別の
実態との乖離が生じ、部落差別（同和問題）が増えているとの誤解を招くようになったことで、差別待
遇とは別にインターネットの項目が増え、その中に「識別情報の適示」は独立して別項目になった。
　結果、令和7年の部落差別（同和問題）の新規受理件数は16件（差別待遇2件、名誉棄損等・プライ
バシー侵害4件、差別表現10件）となり、実社会での差別実態に近づいた。
　この成果を踏まえ、関係各省庁や都道府県及び市町村の基本計画と啓発資料の見直しを求めていく。
　また、「部落差別解消推進法」が成立・施行10年であることから、部落解放同盟が、「部落差別解
消法」の改正や「部落差別解消法」を具体化するとして自治体に部落差別（同和問題）に特化した条
例化を求めている活動については警戒する必要がある。
　特に新たな立法としての「包括的差別禁止法」については、差別禁止では差別の解消の基本である
対話が遠退き対立を生み、結果として、融和することを阻害するだけではなく、「部落差別は未だに
根深く厳しい」と声高に叫ぶ一部運動団体の武器になるだけである。
　差別と言われるのを恐れることにより議論に蓋をすることになり、憲法でも保障する民主主義で最
も大切である自由な議論を阻害することだけで、解決には何ら寄与しないことから、これを阻止する
運動を展開する。
　差別や人権侵害をした人に反省を促すことも大事だが、もっと大事なことは糾弾することではなく、
被害者の救済であり、そのための「人権擁護法案」の成立である。
　部落解放同盟も人権救済のための「人権委員会」は必要としていることから、「自由同和会」、「部
落解放同盟」、（公社）「全国人権教育研究協議会」、「全国隣保館連絡協議会」の4団体で結成した
「人権会議」、（平成3年2月に結成した「同和問題の現状を考える連絡会議」を改名）は「人権擁護
法案」の内容に齟齬をきたし休眠状態になっているが、簡易・迅速・柔軟に人権救済ができる国家行
政組織法の第3条機関としての「人権委員会」を中心とする、「人権擁護法案」を国民から理解される
法案に見直し、成立のために、再度、「人権会議」として活動することを視野に入れた活動を行う。
　「障害者差別解消法」は、平成18年12月に国連総会で採択され、平成20年5月に発効した条約を批
准するために平成25年6月に制定されたもので、「差別的取り扱いの禁止」と「合理的配慮の不提供
の禁止」を定めたものであり、これまで努力義務であった民間事業者の「合理的配慮の提供」は令和
3年5月に改正され、国や地方公共団体等と同様に令和6年4月1日からは義務（車いす利用者のスロー
プを店舗の出入り口に設置等）になったので、会員の事業者に過重な負担がない範囲で社会的障壁
を取り除く配慮を行うよう指導するとともに、すべての事業者に対してバリアフリーなど環境を整える
合理的配慮を求めていく。
　同法第6条に規定する「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」は平成27年の2月
に策定公表され、各省庁においても「国等職員対応要領」と「事業者のための対応指針」が作成され
た後、平成28年4月から施行された。
　地方公共団体についても、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策の策定と実施
を求めるとともに、策定が求められている「職員対応要領」については、大半の地方公共団体は策定
済みだが、一部の市町村に遅れがあることから策定を急がせていく。
　また、障害を理由とする差別に関する相談や紛争の防止及び解決を図ることと、差別を解消するた
めの取組を効果的かつ円滑に行うために「障害者差別解消支援地域協議会」の設置を求めているが、
都道府県・指定都市は大半が設置済みだが市区町村は令和5年度の段階で約半数が未設置と大幅
に遅れていることから、この「協議会」が早期に設置されるよう市区町村に求めていく。 （２面に続く）

　令和5年3月14日には、この「基本方針」の改定と「第5次障害者基本計画」（令和5年度～令和9年
度）も閣議決定されているので、会員に熟読するよう促していく。
　なお、洪水や高潮、津波が発生した場合に備える「水害ハザードマップ」は大半の市町村で作成済
みだが、点字や音声を使用した目や耳が不自由な障害者向けの「水害ハザードマップ」の作成（令和
6年度、作成済み10.0%）が大幅に遅れているので、市町村に作成を要請する。
　障害者の雇用については、平成30年4月から精神障害者の雇用が義務付けられたことで法定雇用
率は、国と都道府県は2.3%から2.5%、教育委員会は2.2%から2.4%になったが、令和3年の3月からは
国と都道府県は2.5%から2.6%に、都道府県の教育委員会は2.4%から2.5%に引き上げられた。平成30
年に発覚した国や地方公共団体などが障害者の定義を拡大解釈しての水増し雇用については早期に
改善が図られた。令和7年12月19日時点での国の雇用は前年の10,428.0人から10,595.5人で、前年の
3.07%から3.03%に、都道府県では前年の11,030.5人から11,375.0人で、前年の3.05%から3.03%に、市
町村では前年の37,433.5人から39,142.0人で、前年の2.75%から2.69%に、教育委員会では前年の
17,719.0人から18,550.5人で、2.43%から2.31%になっているが、非常勤が多いので常勤雇用を増やすよ
う国や地方公共団体に求めていく。
　民間企業でも、令和6年4月1日から法定雇用率（2.3%→2.5%、対象企業を従業員数43.6人以上か
ら40.0人以上に拡大）が引き上げられた。令和7年12月19日時点での雇用数や実雇用率は2.41%で対
前年比0.007ポイント上昇していて、雇用障害者数も実雇用率も過去最多を更新で、雇用障害者全体
では704,610.0人（その内訳、身体障害者は対前年比1.3%増の373,914.5人、知的障害者は2.8%増の
162,153.5人、精神障害者は11.8%増の168,542.0人（対前年4.0%増の27,148.5人の増になっているが、
法定雇用率の達成企業の割合は対前年比同率の46.0%で、半数以上の企業が達成していないので未
達成企業に雇用の促進を強力に求めていく。
　なお、令和8年7月からは2.5%（40人以上）→2.7%（37.5人以上）に引き上げられる。
　また、厚生労働省は「障害者の雇用の促進に関する法律」を平成25年6月に改正し、この改正に基
づき、「障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するため
の指針」と「雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又は
障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するために事業主が
講ずべき措置に関する指針」を平成27年3月に策定している。
　この指針も平成28年4月から施行されており、この指針では、募集採用時や採用後での差別禁止や
合理的配慮を定めているので、この指針が守られているかの点検も併せて行っていく。
　更に、平成30年に発覚した障害者の定義の拡大解釈による国や地方公共団体の水増し雇用の反省
から、令和元年にも「障害者の雇用の促進等に関する法律」は改正され、国及び地方公共団体での一
層の雇用の促進と「障害者活躍推進計画作成指針」の策定とこの指針に即した「障害者活躍推進計
画」の作成並びに「障害者雇用推進者」と「障害者職業生活相談員」の選任を義務付けたので、「障
害者活躍推進計画」に基づく取り組みの実施状況を注視する。
　また、厚生労働省は、障害者の就労を支援する人向けに新たな資格を創設するとしていて、当面は
新たにつくる業界団体が主催する民間資格として運用し、将来的には国家資格にするとしているので、
資格取得を検討する。
　令和2年4月より、障害者雇用に積極的に取り組む優良中小企業を認定する「もにす認定制度」が
実施されていて、認定されれば日本政策金融公庫の低利融資対象になるので、認定されるよう会員の
事業者を指導していく。
　政府は、障害を理由に不妊手術を強いた旧優生保護法を憲法違反とした令和6年7月の最高裁判
決を受け、障害者への差別や偏見を解消するための行動計画を決定した。
　この行動計画は、障害者の結婚や子育ての支援、公務員の意識改革を促す研修の拡充、すべての
人が相互に理解を深める取組の強化の3点を柱に位置付け推進し、今後、継続的に計画の実施状況
を検証するとしていることから、私どもは都道府県や市町村の実施状況を検証する活動を行う。
　ノーマライゼーション（共生社会）の観点からの特別支援教育でのインクルーシブ教育（特定の個
人・集団を排除せず学習活動への参加を平等に保障する）システムの推進として、新規でインクルーシ
ブな学校運営モデル事業の更なる推進として（77百万円）、学校における医療的ケアの環境整備の充
実を図るために、医療的ケアのための看護師は4,900人→5,300人の配置。
　また、特別な支援を必要とする子供への就学前から社会参加までの切れ目ない支援体制整備、外
部専門家の設置（156百万円→180百万円）、発達障害のある児童生徒等に対する支援として、発達障
害のある幼児児童に対する就学前からの切れ目のない支援体制構築事業（89百万円→57百万円）、
特別支援教育の指導体制等の充実として、聴覚障害教育の充実事業（40百万円→36百万円）、新規
事業として、強度行動障害等の国の政策課題に迅速かつ的確に対応するための「ウェルビーイング
S&Iセンター（仮称）」の新設に係る経費として73百万円が計上された。
　学校における交流及び共同学習を通じて障害者を理解するため、「心のバリアフリーノート」（小学
生用、中高生徒用）を活用して、心のバリアフリーを促進するなど、「障害者差別解消法」の施行を踏
まえ、特別支援教育の充実に向けた予算は増額しているが、更なる予算の拡充を文部科学省に求め
ていく。
　特別支援教育としての新たな施策として、すべての新規採用教員を10年以内に2年以上、特別支援
学級や特別支援校で経験させるよう全教委に通知したが、努力義務なのでほとんど実施されていな
いことから必須にするよう市町村教委に要請していく。
　また、昨今、特別支援校へ通学する児童生徒が増えていることで教室の過不足を調査した結果、
3,359教室（令和5年10月1日現在）が不足していることが確認されたことで、設備に対する補助率を上
げるなど、教室不足の解消を促しているので、都府県教委や市町村教委にインクルーシブ教育を増や
すか特別支援校の新設及び増築で教室を増やすよう要請する。
　「医療的ケア児支援法」が令和3年6月に成立したことで、特別支援校だけではなく地域の学校へ
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の通学が増えてくると思われるので、看護師等の配置について学校からの要請に応じられるよう市町
村に働きかける。
　なお、特別支援校には設置基準がなかったが、設置基準が初めて設けられ、令和4年4月から施行
されているので、この基準を参考に見直すよう併せて要請していく。
　令和3年4月から施行された改正バリアフリー法では、市町村での「基本構想」の策定、「心のバリ
アフリー」の推進が義務化され、また、特別特定建築物に公立の小・中学校が追加されたので、車い
す使用者用のトイレやエレベーターの設置などバリアフリー化を市町村に求めていくが、新改築に限
られ既存の校舎は対象外であったが、令和5年の3月に閣議決定された「第5次障害者基本計画」で
令和7年までにすべての公立小中学校でのバリアフリー化を目標に掲げていたので、その実施状況を
市町村に求めていく。
　大半の小中学校は、災害時の避難所に指定されていることから、高齢者にもやさしい施設にするた
めにもバリアフリーが急がれる。
　虐待については、「障害者虐待防止法」では虐待行為者の範囲を、養護者と障害者福祉施設の従
事者及び障害者を雇用する事業主としており、令和6年度の虐待は3,770件で前年度より293件増えた
が、被害者は113人減り4,528人になっている。
　令和4年度に虐待防止の職員研修が事業所に義務付けられたが、特別支援校や特別支援学級で
体罰が表面化している中、虐待の温床になっている病院や学校を加えるよう政府に働きかけるととも
に、都道府県では「障害者権利擁護センター」を、市町村では「障害者虐待防止センター」の設置が定
められているので、都道府県と市町村に通報状況や対応上の問題などを確認する活動を行う。
　児童の虐待については、平成12年5月に成立した「児童虐待の防止等に関する法律」や「児童福祉
法」の度重なる改正から、虐待の定義や通報義務の拡大、警察に対する援助要請、出頭要求の制度
化、裁判所の許可を得ての立入調査と臨検・捜索、立入の拒否での罰金の引き上げ、地方公共団体で
の要保護児童対策地域協議会の設置等、児童相談所や福祉事務所の権限を強化してきているが、平
成29年の4月からは裁判所の許可を得る立ち入り調査や臨検・捜索が迅速・的確な対応ができるよう
要件が簡素化されたにも拘らず、悲惨な事件が続いたことから、「児童福祉法」と「児童虐待防止
法」の改正案が令和元年6月19日に成立した。
　この改正では、児童虐待防止対策の強化を図るため、児童の権利擁護、児童相談所の体制強化と
関係機関間の連携強化等が図られ、しつけとして体罰を容認する風潮がある親権者等による体罰の
禁止が明記された。
　令和2年の2月にまとめられた指針「体罰等によらない子育てのために」～みんなで育児を支える社
会に～では、
• 言葉で3回注意したけど言うことを聞かないので、ほほを叩いた
• 大切なものにいたずらをしたので、長時間正座をさせた
• 友達を殴ってケガをさせたので、同じように子どもを殴った
• 他人のものを取ったので、お尻を叩いた
• 宿題をしなかったので、夕ご飯を与えなかった
• 掃除をしないので、雑巾を顔に押しつけた

以上の6項目の例も体罰に挙げ、虐待の定義として、身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待
としている。
　これら体罰や虐待を発見した場合には、通告義務があることから、速やかに都道府県の設置する
福祉事務所か児童相談所に通告し、体罰や虐待の防止に努めるとともに、私どもも体罰等によらない
子育てに努める。
　なお、令和8年1月30日に公表された厚生労働省のまとめによれば、令和6年度に児童相談所（全国
240か所、令和7年4月1日現在）が児童虐待相談として対応した件数は223,691件（1,818件減、対前年
比0.8%減）になっている。
　民法第822条の親権者の「看護及び教育に必要な範囲内でその子を懲戒することができる」との条
文は、体罰の根拠になっていることで、この条文を削除する民法の改正が第208回国会へ提出され、
令和4年12月10日に成立し、第821条（子の人格の尊重等）「親権を行う者は、前条の規定による監護
及び教育をするに当たっては、この人格を尊重するとともに、その年齢及び発達の程度に配慮しなけ
ればならず、かつ、体罰その他の子の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならな
い」を加えた。
　なお、令和7年の1年間に全国の警察が検挙した虐待事件は2,592件（57件減、前年比2.2%減）、被
害を受けた子どもは2,647人（前年比53人2.0%増）で過去最多、その内無理心中を含め死亡した子ど
もは前年より5人減の47人になり、警察から児童相談所に虐待を受けた疑いがあるとして通告された
18歳未満の子供は122,588人（210人増、前年比0.2%減）と高水準で推移している。
　虐待で悲惨なケースが続いていることで、児童相談所の専門職である児童福祉士を、令和7年4月1
日現在6,866人から令和8年度までに910人程度を増員するとしていて、児童心理司も現在の3,167人か
ら令和8年度末までに3,300人程度になるように増やして拡充するとしている。
　令和4年6月8日に改正「児童福祉法」が成立したことで、新たな児童虐待の専門職として「子ども
家庭ソーシャルワーカー」が認定資格（国家資格）として令和6年度に導入されるとともに、虐待を受
けた子どもを親から引き離す一時保護を行う際の手続きに、司法審査（裁判所が一時保護状を発行
し7日以内に司法が介入するもの）も導入された。
　なお、今後は、令和5年4月1日に新たに設置された「子ども家庭庁」が所管することになり、令和8年
度末までにすべての市町村に「子ども家庭センター」が設置（令和6年10月1日時点で52.7%）されるこ
とから、市町村や児童相談所と連携して、悲惨な児童虐待での犠牲者をなくしていく。
　また、保育所や認可外保育施設、児童館などの施設が、保育士ら職員による子どもへの虐待を把握
した場合には、自治体への通報を義務付けることを柱とする児童福祉法の改正案が令和7年4月18日
に成立し、10月1日より施行されているので、早期発見に繋がるよう努める。
　学校での「いじめ」については、平成25年6月に「いじめ防止対策推進法」が制定され、いじめの定
義の拡大やいじめ問題への対応が明確化されてきたが、未だに「いじめ」による悲惨な自殺が続いて
いることから、「いじめの防止等のための基本的な方針」を改訂するとともに、「いじめの重大事態の
調査に関するガイドライン」（平成29年3月）が策定された。
　基本方針の改定では、発達障害を含む障害のある児童生徒、性同一性障害や性的指向・性自認
（LGBT）に係る児童生徒、東日本大震災により被災した児童生徒等については特に配慮が必要と
明記され、インターネット上のいじめが重大な人権侵害に当たり、被害者等に深刻な傷を与えかねな
い行為であることを理解させる取り組みを行うことも明記された。
　また、いじめの解消は、被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通
じて行われるものを含む）が止んでいる状態が3か月以上継続しているとした。
　新たに策定された「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」では、「基本方針」（平成25年
10月）、「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針」（平成26年7月）、「不登校重大事態に係る調
査の指針」（平成28年3月）が策定された後も、学校の設置者又は学校において、いじめの重大事態
が発生しているにもかかわらず、「法」、「基本方針」及び「調査の指針」に基づく対応を行わないな
どの不適切な対応があり、児童生徒に深刻な被害を与えたり、保護者等に対して大きな不信を与えた

りした事案が発生していることを踏まえ、「ガイドライン」を策定したとしていたが、重大事態の発生
件数は令和6年度に過去最高になり、平時からの学校と設置者の連携不足により対応が遅れた例、事
前説明不足により調査開始後保護者とのトラブルになる例、重大事態調査報告書から、事実関係の
認定や再発防止策が読み取れない例等が存在していることから、ガイドラインが改定されたので、今
後はいじめによる悲惨な出来事が起こらないように、各学校に設置されている「いじめの防止等の対
策のための組織」の点検を行っていく。
　また、政府は重大事態が令和6年度も最多を更新したことを踏まえ、国に提出された重大事態調査
報告書を分析する専門家会議を設置し、学校での未然防止に生かすとした。
　スクールカウンセラーについては、全公立小中学校27,500校（週4時間）への配置、いじめ・不登校
対策のための重点配置（7,000校週8時間）、貧困対策のための重点配置（2,300校週8時間）、虐待対
策のための重点配置（2,000校週8時間）、教育支援センターの機能強化（35日→105日／年）、スー
パーバイザーの配置（67→101人）。
　自殺予防教育の支援、スクールソーシャルワーカーについては、すべての全中学校区への配置（週3
時間）、いじめ・不登校対策のための重点配置（5,000校週6時間）、虐待対策のための重点配置
（2,500校週6時間）、貧困対策のための重点配置（2,500校週6時間）、ヤングケアラー支援のための
配置（1,000校週6時間）、教育支援センターの機能強化（42日／年→63日／年）、スーパーバイザーの
配置（67人→101人）、24時間通話料無料の子供SOSダイヤル（補助率1/3）、SNSを活用した相談体
制の整備に対する支援（補助率1/3）、不登校児童生徒に対する支援推進事業（補助率1/3）、幅広い
外部専門家を活用していじめ問題等を調整・支援する取組の推進（補助率1/3）、オンラインカウンセ
リング活用のための配置、（新たに警察OB・OG、保護司、NPO法人、大学教授、校長OB・OG等の
多職種の専門家によるチームを「いじめ対策マイスターとして教育委員会に設置）、スクールロイヤー
は、一部の地方公共団体で取り入れられ、文部科学省も全国に300名を配置するとしていたが、予算
措置が見送られ、令和2年度からは普通交付税措置が講じられているので、積極的な活用を地方公共
団体に求めていく。
　また、在籍する学校には行けるが、自分の学級に入りづらい児童生徒のために、学校内の居場所を
確保することにより、不登校を未然に防止するとともに、不登校児童生徒の在籍学校での学習支援を
行うとともに、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門家と連携をしながら、相談
支援を行う支援員（校内教育支援センター支援員）を配置し、校内教育支援センターの設置（2,000
校→4,000校）を促進するとしているので、積極的に活用して学習支援や相談支援を行う。
　令和7年6月現在で小学校8,841校、中学校7,033校、合計15,874校（設置率58.7%）が既に設置され
ている。
　令和6年度のいじめの認知件数（小・中・高・特別支援学校）については769,022件で過去最多で、
前年度の732,568件から36,454件（5.0%）増加していて、ネット（パソコンや携帯電話を使用しての誹
謗・中傷）でのいじめの認知件数も、前年度の24,678件から2,687件の増で27,365件の過去最高に
なった。
　なお、自殺等重大事態については、前年度の1,306件から98件（7.5%）増の1,404件になっている。
　文部科学省は、平成25年からは警察との連携をするよう通知をだしているが、令和6年度のいじめ
の件数769,022件に対して、僅か3,272件の0.4%でしかなく、令和5年の2月7日に再度、警察との連携を
徹底するように通知を出しているので、学校現場に警察との連携を密にし、いじめをなくすよう要請し
ていく。
また、いじめ防止のため道徳が重視され、道徳が正式な教科になり、小・中学校は全面実施になって
いることから、差別を「しない、させない、見逃さない」このことは最高の道徳だと思われるので、道
徳も最大限に活用するよう求めていく。
　なお、インターネットの活用についても、情報モラル教育（メディアリテラシー）の充実をも求めていく。
　性同一性障害や性的指向・性自認（LGB-T）に係る児童生徒については、既に、平成27年4月に
「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」として、学校における支
援の実例を上げたものをまとめているが、現場の教職員からより指導し易いものをとの要望を受け、
平成28年4月に教員向けとして「性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細
かな対応等の実施について」をまとめ、各学校に配布されているので、その実施状況や問題点等を確
認する。
　子ども政策の司令塔になる「子ども家庭庁」が内閣府の外局として令和5年4月1日に430人体制で
創設されたが、当初、予定されていた文部科学省の幼稚園やいじめ対策は移管されず、内閣府は少子
化対策、子どもの貧困対策、児童手当、認定こども園を、厚生労働省は虐待対策、ひとり親家庭支援、
母子保健、保育所を移管した。
　この「子ども家庭庁」の創設に併せて、「子ども基本法案」が議員立法として令和4年6月15日に成
立したが、子どもの権利が守られているかのチェックや虐待や貧困などを調査・勧告の権限を持つ行
政から独立した第三者機関「子どもコミッショナー」の設置については自由民主党内の意見がまとま
らず見送られたが、5年後の見直し条項があるので、「子どもコミッショナー」の機能が取り入れられ
るよう、理解を求めていく。
　また、「子ども家庭庁」の創設に併せて、子育て世帯を包括的に支援する「こども家庭センター」が
令和8年度末までにすべての市町村に設置される予定であったが、令和7年5月1日時点で71.2%になっ
ているので、未設置の自治体に設置を急ぐよう促していく。
　これは現在二つに分かれている、
1. 母子保健法に基づき設置されている、妊産婦や乳幼児の保護者の相談を受ける「子育て世代包

括支援センター」
2. 児童福祉法に基づき設置されている、虐待や貧困などの問題を抱えた家庭に対応する「子ども
家庭総合支援拠点」

を一本化して「こども家庭センター」に改めるもの。
　このセンターでは、家族の介護や世話を日常的に担っている「ヤングケアラー」や虐待、貧困、若年
妊婦など、問題を抱える家庭に対する支援提供計画「サポートプラン」を作成して、家庭を訪問し、家
事や育児の援助を行うことも想定しているらしいので、全面的に協力する。
　女性の人権については、平成13年10月から施行された「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護に関する法律」（DV法）によって、平成14年4月からは「配偶者暴力相談支援センター」が各都道府
県に設置され、業務を開始しており、平成19年7月の改正により、市町村にも配偶者暴力相談支援セン
ターの設置が努力義務となったが、ほとんどの市町村は設置していないことから、その設置を市町村
に求めていく。（令和7年12月12日現在、全国325施設で、その内市町村が設置する施設は152施設、
前年より8施設の増加。）
　内閣府が令和2年4月20日に設置した24時間対応の電話やメール及びSNSで相談できる窓口のDV
相談プラスは、令和6年度は45,858件になっているが、令和7年3月を以て廃止された。
　この支援センターへの相談件数は高止まりになっていて、令和6年度は127,796件（前年比1%増）で、
令和7年に警察が対応したものでも98,289件で前年度より3,352件（前年比3.5%増）増えており過去最
多になっているが、検挙件数は前年より63件減の8,358件（前年比0.7%減）になっている。

（1）2026年（令和8年）8月25日（毎月25日発行） 1987年（昭和62年）9月5日第3種郵便物認可


